
事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

● （○ ● ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　カジュアルな雰囲気で団体等と意見交換を行い、交流を深めることにより、区政に関する意見・要望等
をうかがい、区政への区民参加や協働の推進を図ることを目的とする。

　女性団体、ＰＴＡその他の団体等

　気軽に意見を言える雰囲気のもと、各分野、各年齢層の団体等と区特別職や関係部課長との間で意見交
換を行い、区政に反映する。
　なお、平成17年度に観光振興課で選定した「区民が選んだ〝荒川のおすすめ品〟」のＰＲを兼ねて、こ
れらの中から菓子等を用意し、もてなしている。

○第１回
　（日　時）平成18年5月20日（土）14:00～15:30
　（対象者）荒川区女性団体の会平成17年度運営役員
○第２回
　（日　時）平成18年7月22日（土）14:00～15:30
　（対象者）荒川区私立幼稚園等父母の会役員等及び園長
○第３回
　（日　時）平成19年1月27日（土）14:00～15:30
　（対象者）区内大学等の若者層等

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

3

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事項名 13年度
開催回数

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

0

1,267

0

2,570

950
862

1,708

2,570
20

0

―
―
―

0
―

0

―

0

0

0

0

根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
区民の主体的な区政参画と連携強化[13]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

広聴機能の充実[13-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

荒川ガーデンパーティー（02-35-33-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

　気軽な雰囲気で団体等と意見交換や交流を行うという新しい試みであり、団体等の率直な意見が期待で
きるなど、区民参加や協働を促進するチャンネルの一つとして必要である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0

―

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

総務企画部総務企画課
内線 2211小室・富田担当者名

荒川ガーデンパーティー

新規事業 19年度 18年度

計画区分

北川嘉昭部課名

――
17年度16年度15年度14年度

01-01-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

○対象者の選定にあたっては、各方面の団体等と幅広い意見交換や交流が行えるよう考慮する必要が
　ある。
○本会合の機会を率直な意見交換ができる貴重な機会ととらえ、さらに意見を収集する方法を工夫する
　必要がある。
○より活発な意見交換や交流ができるよう、会合内容や雰囲気づくりを工夫する必要がある。

　対象としては、日頃、区政と接点の少ない団体等を
候補として、多岐にわたる分野から選定する。

　多方面の団体等と意見交換や交流ができるようにな
るとともに、団体等の具体的なニーズを施策に反映す
ることが期待できる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

　より充実した会合になり、区民参加や協働の一層の
効果が期待できる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

委託料 1,267委託料

金額（千円）主な事項
862委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

参加人数 90

― ―

開催回数×各回の参加人数
（3回×30名程度）

100%
アンケートに対し、満足と回答
した参加者の割合

― ― 93 ―

― ―

Ｂ

前年度設定

参加者の満足度

これまでと異なる広聴機能であり、内容を充実した上で、継続実施してい
く。

問題点・課題の改善策検討

　参加者に対してアンケートを実施し、より満足して
もらえる会合となるようレベルアップに努めるととも
に、会合での直接の発言として収集できない意見や要
望等をフォローする。

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

01-01-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

　政策の策定の意思決定前にその案を広報紙、担当課窓口、ホームページ、情報提供コーナー等を通じて
公表し、区民等が郵便、ＦＡＸ、電子メール、担当課窓口への書類の持参で意見の提出を行なう。
　提出された意見については、可能な限り、政策立案過程への反映に努める。
　概要及び当該意見に対する区の考え方をＨＰ等で公表し、公表した案を修正する場合には、その修正内
容も公表する。

担当者名
パブリック・コメント制度の導入

新規事業 19年度 18年度

計画区分

宮腰　肇部課名 総務企画部総務企画課
内線 2111伊藤・須田

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　行政手続法の一部改正を受け、「地方公共団体は、その趣旨にのっとり、必要な措置を講ずるよう努め
なければならない。」こととなった。（改正行政手続法第46条）
＜期待する効果＞
・　透明性の向上
・　区民参画の推進
・　公聴機能の向上

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

広聴機能の充実[13-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

根拠
法令等

17

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
区民の主体的な区政参画と連携強化[13]政策

施策

開始年度

0

0

0 0

0

603

603

603
7

1,025

1,025

1,025
12

0

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
パブコメを実施した件数 1

70
3
88

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

意見の件数

事項名

目的

対象者
等

内容

-

（単位：千円）

実
績
の
推
移

4
102

　区の政策立案過程の公正性と透明性の向上を図ることにより、区民に対する説明責任を果たす。また、
区民の意見及び要望を積極的に取り入れ、区政に反映させることで、区民の区政への参画を促進し、区と
区民の開かれた区政を実現する。

区民等（区内に在住、在勤、在学の方。区内に事務所、事業所を有する個人、団体等）

　基本的な構想・計画の策定や、区民の権利義務に関わる新たな制度を導入する際、事前に原案を公表
し、広く区民から意見を求め、これを考慮しながら意思決定を行なう手続（パブリック・コメント）を全
庁的に統一した制度として導入する。

17年度：検討開始
18年度：各区の実施状況調査を行い、実施方法も含めた具体的な検討に入る。
　　　　試行を実施し、その結果を踏まえ、庁内の調整と案の策定を行なった。
19年度：要綱策定予定
＜参考＞
　平成17年6月29日、行政手続法の一部を改正する法律

経過

-

01-01-21



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｃ

前年度設定

行政手続法の改正を踏まえ、制度化する必要がある。

問題点・課題の改善策検討

13 9

意見数/実施したパブコメ件数70/1 88/3 102/4 200/5

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

意見の件数 1000/10

金額（千円）主な事項
平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

制定した要綱に基づき、パブリック・コメントが円滑
に実施できるよう周知を徹底する。

区民の区政への参画の意識を向上させる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実
施

状
況

要綱・規則により制度化…9区
条例化…4区
（住民自治基本条例の中で規定し、具体的内容については別途実施要綱を規定している）

未実施実施

①内部事務手続きの確立
②各所管で個別に実施してきた事例との整合性の検討。同様の制度との位置付けの明確化
③制度の対象とする範囲についての検討

01-01-21



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

569
825831
548

担当者名
あらかわ・Ｅモニター

新規事業 19年度 18年度

計画区分

高梨博和部課名 総務企画部秘書課
内線 2161谷本真一

①決算額（19年度は見込み）
予算額

676

881

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　モニター活動を通じて区民の意見・要望等を継続的に聴取することにより、区民ニーズの把握に努め、
これを積極的に区政運営に反映させていくことは、区民本位の区政を推進していくために必要なことであ
る

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
569

676一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

広聴機能の充実[13-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

あらかわ・Ｅモニター設置要綱
根拠
法令等

17

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
区民の主体的な区政参画と連携強化[13]政策

施策

開始年度

548

548

569 527

769
527

527

2,844

769
0

2,844

2,844
33

3,416

0
0

3,416

3,416
40

0

0
0

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
寄せられた意見・要望の数 137(旧ﾓﾆﾀｰ制度)

0
104
3

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

676

アンケート調査回収

事項名

目的

対象者
等

内容

未実施

（単位：千円）

実
績
の
推
移

172
4

　区民の立場に立った区政を推進していくため、幅広い層の区民から区政に対する意見、要望等を継続的
に聴取し、これを積極的に区政運営に反映していく

区内在住者で次に該当する者
①年齢満20歳以上であること
②荒川区職員及び区議会議員等でないこと
③パソコン等でインターネット（Ｅメール、web閲覧等）ができる環境であること

インターネットを使用したモニター制度で、活動内容は以下のとおり
①モニター専用掲示板への書き込み（随時、区への意見、要望を寄せる）
②アンケート調査への回答

昭和49年 4月　区政モニター制度を設置、実施
平成17年 3月　事業見直しのため、区政モニター制度を休止
平成17年11月　あらかわ・Ｅモニター制度を実施

経過

20

(6月1日現在）

01-02-07



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｃ

前年度設定

寄せられた意見・要望等の数

｢区民の声」や｢区政世論調査」を補完する事業として、テーマを絞った広
聴活動ができるといった利点がある。即時性、費用対効果の点からも優れ
ている。

問題点・課題の改善策検討

8 14

80 アンケート調査の回収率

年度ごとのＥモニターへの応募
者数

200 1年間で寄せられる意見・要望等

アンケート調査回収率

37 58
23

6月1日現在

104

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

Ｅモニターへの応募数 50

172
20

6月1日現在

89 75
未実施
6月1日現在

金額（千円）主な事項
平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

アンケートフォームを利用したEモニターアンケート
の実施

アンケートへの入力が簡便なものとなり、回収率の向
上が見込まれる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施14区のうち6区については、インターネットを使用しない形でのモニター制度を実施している。（平
成17年度調査）

未実施実施

・今年度はEモニターへの応募者数が減少したため、次年度以降区民に対して、積極的に参加を呼びかける
　必要がある。
・アンケート調査を実施するにあたり、区のホームページ上に専用フォームを設けるなど検討をする必要が
　ある。（現在は、Excelファイルで調査票を作成しているため、ソフトをインストールしていないモニタ
　ーに対しては、郵送で対応している。）

01-02-07



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度

計画区分

高梨博和部課名

2,573
2,3632,835
2,363

14年度

担当者名
区政世論調査

新規事業 19年度 18年度

総務企画部秘書課
内線 2163茂手木栄一

予算額

0

0

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

国（特定財源）
2,573

①決算額（19年度は見込み）

より良い区政運営のための基礎資料として必要である必要性

実施
方法

13年度

【設問内容（平成18年度）】「居住と生活環境」「ＧＡＨ（荒川区民総幸福度）」「荒川区の観光」
　　　　　　　　　　　　　「子育て支援」「生涯学習活動」「区政への関心と要望」の6項目
【調査】民間の調査会社に委託（入札による決定） 留置法を採用（調査票を郵送配付し、後日、調査員
　　　　が訪問して回収する方式）
【集計方法】①単純集計②フェイスシートと設問とのクロス集計③設問間のクロス集計の3種類

19年度18年度

0

都（特定財源）
その他（特定財源）

事務事業名

広聴機能の充実[13-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

区政意識調査（05-28-40-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

根拠
法令等

40

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
区民の主体的な区政参画と連携強化[13]政策

施策

開始年度

目的

対象者
等

内容

区民の区政に対する要望や意識を調査し、区政運営の基礎的データとして活用する。

　荒川区に居住する満20歳以上の区民。平成18年度から対象者を1,000人とした。平成17年度までは900人
を抽出して実施　※抽出方法：層化二段無作為抽出法（住民基本台帳による）人口の構成比に応じ、各地
区の対象者を割り出し、無作為に対象を抽出する

 世論調査は、毎年実施している継続調査項目3項目（「居住と生活環境」、「ＧＡＨ（荒川区民総幸福
度）」、「区政への関心と要望」）と、年度ごとに各部より依頼のあった調査項目により実施している。

（平成18年度の実施スケジュール）
5月　　　：各部署へ世論調査設問作成について意向調査実施、設問項目を検討
7月上旬　：入札→契約
8月上旬　：調査委託会社による個別調査
2月　　  ：調査書編集・発行起案　デジタル印刷　報告書関係機関へ配付

2,363

2,573 2,363 2,247

2,573
2,247

2,247

8,341

2,432
2,258
6,083

8,341
70

6,212

2,484
1,942
4,270

6,212
50

0

2,310

0

18年度 19年度14年度 15年度 16年度 17年度
00.0 83.7

400 400
83.4

建築研究所

地域計画

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

印刷部数 0

事項名 13年度

調査委託会社

一般財源

（単位：千円）

実
績
の
推
移

74.4
350

82.4
400

80.6
350

回収率

・昭和40年度から実施し、平成18年度の調査までに31回を数える
・平成12年度から調査報告書（集計結果）を庁内印刷（デジタル印刷）とする
・平成17年度はＰＴを立ち上げ、調査項目の活用・集計方法について検討した
・平成18年度から調査方法を留置法（郵送配布、訪問回収）に変更し、調査対象を1,000人とした。

経過

サーベイリサー
チセンター

サーベイリサー
チセンター

サーベイリサー
チセンター

（株）綜合企画
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

区の重点事業や今後取り組むべき課題を把握するために、区民全体を対象
とした広聴活動として効果的な事業である。

問題点・課題の改善策検討

20 2

他課と調整し、世論調査以外の調査が実施可能かどう
か検討する必要がある。

区政運営に活かせるよう信頼で
きるデータを作成する

80.6% 82.4% 74.4% 80.0%

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

回収率 80.0%

調査委託
報償費

調査委託

金額（千円）主な事項
1,890
52

2,258
講師謝礼

平成8年度：調査会社は区内業者か
平成16年度：契約実績について

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

調査委託 2,310調査委託

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

新規転入者に対して、荒川区に期待することを調査
し、施策に反映することができるよう提起することが
できる。

平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

設問内容と設問数を工夫し、対象者にわかりやすい設
問を作成し、回収率を上げる必要がある。

多くの対象者に調査に協力してもらうことは、正確な
データを作成することに有効的である。

改善により期待する効果

他
区
の
実

施
状
況

実施21区（内　毎年実施9区　隔年実施9区；3年に1回1区；5年に1回1区；不定期1区）
未実施2区（渋谷・豊島）

未実施実施

・区民が何を考え、何に不満を持ち、施策に何を期待しているのかなどの区民の意識や意見を組織的、統計
　的方法で把握するために、効果的な調査を実施する必要がある。
・継続調査項目について、毎年調査を実施する必要性、効果等を検証し設問を見直す必要がある。
・インターネットを介した世論調査の実施について調査、研究していく必要がある。
・居住年数別、年齢別など対象者を新たに設定し、区への要望等を調査していく必要がある。
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

313
47313
47

担当者名
区民の声

新規事業 19年度 18年度

計画区分

高梨博和部課名 総務企画部秘書課
内線 2162鈴木由佳

①決算額（19年度は見込み）
予算額

17

27

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

区民の立場に立った区政を推進するために必要である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
313

17一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

広聴機能の充実[13-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

区民の声（05-28-30-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

根拠
法令等

49

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
区民の主体的な区政参画と連携強化[13]政策

施策

開始年度

47

47

313 197

262
197

197

8,654

47
35

8,619

8,654
100

6,015

252
37

5,978

6,015
70

0

47

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

受付件数合計

13年度
区長へのはがき 135 250

141
756

1,147
998
360
324 343

1,632
1,177 1,089

1,491

119
154

1,194
1,467

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

17

文書、電話、来所、ＦＡＸ
電子メール

102
210

事項名

447

目的

対象者
等

内容

42

（単位：千円）

実
績
の
推
移 3,1521,682

142
260

　区長への手紙・はがき、電子メール、広聴ファクシミリ等により、区民から寄せられたさまざまな意
見・要望などを区政運営の参考とする。

区民全般

　区長への手紙・はがき、文書、電話、来所、FAX、電子メールにより、区民からの意見・要望・質問・
苦情などを受け付け、所管課へ対応依頼等を行う。

＜区民の声フロー＞
区民⇒秘書課⇒関係部課⇒(3日以内）区長⇒秘書課⇒区民
結果集計⇒区民意識・施策等の評価分析⇒施策事業の改善・施策の企画・立案

昭和49年度　：「区民の声」事業開始（文書・電話・来所による受付）
昭和50年度　：「区長へのはがき」の使用開始
平成 8年度　：広聴ＦＡＸ設置（8年6月）
平成 9年度　：荒川区ホームページ「区長への手紙」（電子メール）開設
平成12年度　：メールによる「区長への手紙」は原則としてメールにより返信
　　　　　　　「広聴のまとめ」60部作成
平成17年度　：「広聴のまとめ」　作成 部課長に配付
平成19年度　：「区長への手紙」（封書)使用開始

経過

25

188
255

01-02-09



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ａ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ａ

前年度設定

対応した件数
(19年度は見込み件数）

「区民の声」は広聴の中核をなす最も効果的かつ重要な手法である。区民
の意見や要望を通して区政の改善が図れるよう、各所管部署との連携・調
整をより一層強化していく。

問題点・課題の改善策検討

22 0

「区民の声」で寄せられた意見・要望等への区の対応
状況について「広聴のまとめ」で紹介する。

160

区の事業や職員の対応に対して
感謝の声が寄せられたもの（全
体の収受件数の１割を目標とす
る）

「区民の声」に寄せられた件数
（匿名も含む）

1,280

申立事項について検討、対応し
た件数（匿名により対応できか
ねるものを除き収受件数全体の
８割を目標値とする）

感謝の声が寄せられた件数
(19年度は見込み件数）

3,152 1,467 1,491 1,500

1,066 968

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

「区民の声」収受件数
(19年度は見込み件数）

1,600

919 1,200

181 168 195 150

消耗品費 ＦＡＸインクフィルム等

金額（千円）主な事項
3735

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

ＦＡＸインクフィルム等 47ＦＡＸインクフィルム等

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

「区民の声」に意見・要望等を送ることの効果、結果
が区民に伝わりやすくなる。

区ホームページ「よくある質問」への適切な誘導、区
報への掲載を行い、区民のニーズに応じた情報提供に
努める。

区民のニーズが高い情報に触れやすくすることで、
サービスの向上につながる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

誰でも、気軽に、いつでも意見を寄せられるシステム
であることを区民に向けて、区報、ＣＡＴＶなどを通
じて更なる周知を図る。

区民にとって区政が身近なものとなる。また、潜在し
ている区民の意見・要望が「区民の声」として寄せら
れることにより、区民ニーズの把握に役立つ。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・「区民の声」の制度を知らない、利用方法を知らない方々へのＰＲ。
・「区民の声」に区がどのように対応しているか知らせる方法の検討（区政に反映されないのではないかと
　考える方々などへのＰＲ）。
・類似の質問が多くある場合、区民への適切な情報提供がなされているのか検討する必要がある。
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

266
0266
0

（庁舎見学会）　職員の案内で庁内・議場を見学する
（施設見学会）　区が所有するマイクロバスを使用し、職員の案内により実施する
（体験学習）　　職員の指導の下、案内業務などを体験する

担当者名
施設見学会［庁舎を含む］

新規事業 19年度 18年度

計画区分

高梨博和部課名 総務企画部秘書課
内線 2161新井芳江

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0

0

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

区政への関心を深めてもらうために必要である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
266

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

広聴機能の充実[13-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

施設見学会［庁舎を含む］（05-28-50-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

根拠
法令等

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
区民の主体的な区政参画と連携強化[13]政策

施策

開始年度

0

0

266 195

205
195

195

0

0
0
0

0
5

613

205
186
427

613
5

0

27

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
施設見学者数 25 0

532 414
0 20

402
9

0
825
7

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

庁舎見学者数
体験学習者数

744

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

18
514

　区の施設や区民生活に関連の深い施設等を見学し、施策等のあり方について意見を聴き、区政への関心
を深めてもらうことを目的とする。

希望する方

　施設見学会は、区の施設や区民生活に関連の深い施設等を見学し、施策等のあり方について意見を聴
き、区政への関心を深めてもらうことを目的として実施しており、区内団体からの希望に応じるほか、18
年度から年2回区報で参加を呼びかけ実施している。
　また、区内の小学生の社会科見学の一環として、区役所庁舎見学の案内と「荒川区ミニガイド」により
人口、予算等について説明を行なっている。区役所の仕事に関心を深めてもらうことを目的に、区議会議
場を見学するほか、展望室から荒川区のまちなみを一望してもらっている。

＜施設見学会＞
　平成13年 4月23日　白鬚西地区市街地再開発事業見学　参加者　25名
　平成16年 9月17日　区役所本庁舎見学　参加者　手話サークル朝の会　20名
　平成18年 7月25日　南千住地域（荒川ふるさと文化館ほか）見学　日暮里母の会　12名
　平成18年10月19日　南千住地域（荒川ふるさと文化館ほか）見学　参加者　6名
＜庁舎見学会＞
　平成15年度　10校　414名　平成16年度　11校　402名　平成17年度　13校　825名
　平成18年度　11校　514名（中国天津の小学生20名含む）
＜体験学習＞
　平成17年度　平成18年2月1日　諏訪台中学校「地域社会体験教室」　7名
　平成18年度　2校　9名

経過
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

0 庁舎見学会実施 22 未実施

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｃ

前年度設定

庁舎見学会受入回数

庁舎見学会は、小中学生への教育の一環としても、今後とも維持して実施
すべき事業である。施設見学会については、区民の参加状況を見て、実施
のあり方を検討する。

問題点・課題の改善策検討

10 12

体験学習受け入れの際は、庁内各課に協力を要請し、
できるだけ多くの課の仕事を体験させる。

12 区内小学校の半数以上

1 0 2 2

11 13

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

施設見学会実施回数 2

11 12

一般需用費

食料費

金額（千円）主な事項
186

16

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

事務用品 11
見学会賄い

荒川区ミニガイド

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

区役所の多岐にわたる仕事を体験することで、地方自
治に対する理解を深めてもらえる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

団体やグループの希望で行う見学会を増やすため、区
報、ホームページでのＰＲの他、町会長会議等を通じ
てお知らせするなど積極的なＰＲを行う。

区民のニーズにあった見学会を実施できる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

施設見学会未実施実施

・再開発事業の進捗や区施設の建設に併せて、所管部課と連携をとりながら事業や施設の周知を図るた
　めの見学会を実施する必要がある。
・体験学習の受入れにあたっては、中学生が区役所の仕事内容と、区民にサービスする組織としての区政の
考え方を理解できるよう、受付業務だけではなく、より具体的な体験ができるように工夫する必要がある。

01-02-12




